




































































































































































































































































































































































（ １ ）Calder 判決
　1７88年のアメリカ合衆国憲法は「事後法（ex post  facto  law）」の制定





































































































































































刑期間に刑期から差し引かれる善時日は月 5日、 ３・ ４年目は月10日、 5
年目以後は月15日であったが、上告人の受刑中に最初の 1・ ２年目は月 ３













　Kring 判決及び Thompson 判決は訴訟法の規定の（不利益）変更に係




















































。州の出訴期限法が定める公訴時効は18７9年 ３ 月までは ２年であっ

























































































































たKring 判決及びThmpson 判決は Collins 判決において破棄されている。































































































































































































































学新報98巻 5 ．６ 号７9頁以下（1991年）、同「刑事判例と事後法禁止」法学新報98巻
７ . 8 号1６３頁以下（1991年）、松永光信「アメリカにおける遡及効立法とデュー・





























































３1　Claus Roxin, Strafrecht Allgemeiner Teil, Bd. 1 ,  ３ . Aufl., S.1２1., 199７. 同 旨、





















































して ６名と定められているが（裁判員の参加する刑事裁判に関する法律 ６条 ２項）、
その員数が ６ 名未満又は ７ 名以上に変更された場合、員数の変更は被告人にとって
利益に働くこともあるだろうし、不利益に働くこともあるだろう。














58　最判昭和２３年 ６ 月２２日刑集 ２ 巻 ７ 号６9４頁によれば、刑の執行猶予条件の変更は
刑法 ６条にいう「刑の変更」には当たらないとされるが、これに批判的な学説は少






























止・再延長と遡及適用――（ 1）、（ ２ ）、（ ３ 未完）」青山法学論集5２巻 1 号３３頁以
下、 ２号 1頁以下、 ３ 号 1頁以下。発行年はいずれも２010年である。
